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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　半導体処理装置内で半導体基板を支持するために使用される基板支持アセンブリにおけ
る複数区域加熱プレートのための故障検出の方法であって、前記加熱プレートは、複数の
平坦加熱器区域と、複数の電力供給ラインと、複数の電力リターンラインとを備え、各前
記電力供給ラインは前記複数の平坦加熱器区域と接続され、各前記電力リターンラインは
前記複数の平坦加熱器区域と接続され、いずれの２つの平坦加熱器区域も同一の電力供給
ラインおよび電力リターンラインの対を共有せず、
　（ａ）前記複数の平坦加熱器区域の少なくともいくつかを供給された電力で個別に制御
することによって生成される支持温度プロファイルを実現するために１つ以上の前記電力
供給ラインに対して電力を供給し、
　（ｂ）１つまたは複数の平坦加熱器区域の測定総加熱出力を取得し、
　（ｃ）前記測定総加熱出力を、前記１つまたは複数の平坦加熱器区域の予め定められた
総加熱出力と比較し、
　（ｄ）前記測定総加熱出力が前記予め定められた総加熱出力から所定の偏差ずれている
場合に、アラーム信号をトリガすることと
を備える方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の方法において、前記所定の偏差は、前記予め定められた総加熱出力の
±２０％、±１０％、±５％、または±１％である、方法。
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【請求項３】
　請求項１に記載の方法において、前記測定総加熱出力は、前記１つまたは複数の各平坦
加熱器区域にわたる電圧Ｖを測定し、前記１つまたは複数の各平坦加熱器区域を介して流
れる電流Ｉを測定し、ＶとＩを乗算し、前記１つまたは複数の平坦加熱器区域のＶ・Ｉを
加算することによって得られる、方法。
【請求項４】
　請求項３に記載の方法において、前記電圧Ｖは、前記電力供給ラインの１つと前記電力
リターンラインの１つの間に接続された電圧計を使用して測定され、前記電流Ｉは、前記
電力リターンラインの１つと接地の間に接続された電流計を使用して測定される、方法。
【請求項５】
　請求項１に記載の方法において、
　１つまたは複数の電力供給ラインが電源に接続され、少なくとも１つの電力リターンラ
インが接地されている状態で、前記１つまたは複数の電力供給ライン、および前記少なく
とも１つの電力リターンラインに接続されている前記平坦加熱器区域の前記測定総加熱出
力は、前記１つまたは複数の電力供給ライン上の電圧Ｖを測定し、前記少なくとも１つの
電力リターンラインによって搬送される総電流Ｉを測定し、ＶとＩを乗算することによっ
て取得され、
　前記予め定められた総加熱出力は、前記１つまたは複数の電力供給ラインおよび前記少
なくとも１つの電力リターンラインに接続されている各前記平坦加熱器区域の予め定めら
れた加熱出力を加算することによって計算される、
方法。
【請求項６】
　請求項１に記載の方法において、
　１つまたは複数の電力リターンラインが接地され、少なくとも１つの電力供給ラインが
電源に接続されている状態で、前記１つまたは複数の電力リターンライン、および前記少
なくとも１つの電力供給ラインに接続されている前記平坦加熱器区域の前記測定総加熱出
力は、前記少なくとも１つの電力供給ライン上で電圧Ｖを測定し、前記少なくとも１つの
電力供給ライン上で電流Ｉを測定し、ＶとＩを乗算することによって取得され、
　前記予め定められた総加熱出力は、前記１つまたは複数の電力リターンラインおよび前
記少なくとも１つの電力供給ラインに接続されている各前記平坦加熱器区域の予め定めら
れた加熱出力を加算することによって計算される、
方法。
【請求項７】
　請求項５に記載の方法において、前記１つまたは複数の電力供給ラインでの前記電圧Ｖ
は、平坦加熱器区域での電圧降下ではない電圧降下を差し引くことによって補正される、
方法。
【請求項８】
　請求項６に記載の方法において、前記少なくとも１つの電力供給ラインでの前記電圧Ｖ
は、平坦加熱器区域での電圧降下ではない電圧降下を差し引くことによって補正される、
請求項６に記載の方法。
【請求項９】
　半導体処理装置内で半導体基板を支持するために使用される基板支持アセンブリにおけ
る複数区域加熱プレートのための故障検出の方法であって、前記加熱プレートは、複数の
平坦加熱器区域と、複数の電力供給ラインと、複数の電力リターンラインとを備え、各前
記電力供給ラインは前記複数の平坦加熱器区域と接続され、各前記電力リターンラインは
前記複数の平坦加熱器区域と接続され、いずれの２つの平坦加熱器区域も同一の電力供給
ラインおよび電力リターンラインの対を共有せず、
　（ａ）支持温度プロファイルを実現するために１つ以上の前記電力供給ラインに対して
接続されている電源によって電力を供給し、
　（ｂ）全ての電力リターンラインが電流計を介して接地され、第ｉの電力供給ラインの
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みが前記電源に接続されている状態で、前記第ｉの電力供給ライン上の電圧Ｖを測定し、
前記全ての電力リターンライン上の総電流Ｉを測定し、ＶとＩを乗算することによって、
前記第ｉの電力供給ラインに接続されている全ての前記平坦加熱器区域の測定総加熱出力
を取得し、
　（ｃ）前記測定総加熱出力を、前記第ｉの電力供給ラインに接続されている各前記平坦
加熱器区域の予め定められた加熱出力を加算することによって計算される予め定められた
総加熱出力と比較し、
　（ｄ）前記測定総加熱出力が前記予め定められた総加熱出力から所定の偏差ずれている
場合に、アラーム信号をトリガし、
　（ｅ）全ての電力供給ラインが前記電源に接続され、第ｊの電力リターンラインのみが
接地された状態で、前記全ての電力供給ライン上の電圧Ｖを測定し、前記第ｊの電力リタ
ーンライン上の電流Ｉを測定し、ＶとＩを乗算することによって、前記第ｊの電力リター
ンラインに接続されている全ての平坦加熱器区域の総加熱出力を取得し、
　（ｆ）前記測定総加熱出力を、前記第ｊの電力リターンラインに接続されている各前記
平坦加熱器区域の予め定められた加熱出力を加算することによって計算される予め定めら
れた総加熱出力と比較し、
　（ｇ）前記測定総加熱出力が前記予め定められた総加熱出力から所定の偏差ずれている
場合に、アラーム信号をトリガすること
を備える方法。
【請求項１０】
　請求項９に記載の方法において、さらに、前記第ｉの電力供給ラインのみが前記電源に
接続され、全ての前記電力リターンラインが接地されているとき、および前記第ｊの電力
リターンラインのみが接地され、前記すべての電力供給ラインが前記電源に接続されてい
るときにアラーム信号がトリガされた場合に、前記第ｉの電力供給ラインと前記第ｊの電
力リターンラインの両方に接続されている前記平坦加熱器区域が故障状態であると識別す
ることを備える、方法。
【請求項１１】
　請求項９に記載の方法において、前記全ての電力供給ラインでの前記電圧Ｖ、および前
記第ｉの電力供給ラインでの前記電圧Ｖは、平坦加熱器区域での電圧降下ではない電圧降
下を差し引くことによって補正される、方法。
【請求項１２】
　請求項１に記載の方法において、前記半導体処理装置は、前記半導体基板の処理中に前
記複数区域加熱プレートの下方に冷却プレートが内部に配置されているチャンバを備え、
　前記方法はさらに、
　前記半導体基板を前記基板支持アセンブリ上に搭載し、
　前記チャンバ内に処理ガスを供給し、
　前記処理ガスを励起してプラズマを発生させる、ことを備え、
　前記１以上の電力供給ラインに対する電力の供給は、前記冷却プレート内に冷媒を循環
させている間に実行され、前記支持温度プロファイルは前記電力供給ラインに接続されて
いる第１のマルチプレクサおよび前記電力リターンラインに接続されている第２のマルチ
プレクサを制御することによって生成される、方法。　
【請求項１３】
　請求項１２に記載の方法において、前記半導体基板は前記プラズマによってエッチング
される、方法。
【請求項１４】
　請求項９に記載の方法において、前記半導体処理装置は、前記半導体基板の処理中に前
記複数区域加熱プレートの下方に冷却プレートが内部に配置されているチャンバを備え、
　前記方法はさらに、
　前記半導体基板を前記基板支持アセンブリ上に搭載し、
　前記チャンバ内に処理ガスを供給し、
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　前記処理ガスを励起してプラズマを発生させる、ことを備え、
　前記１以上の電力供給ラインに対する電力の供給は、前記冷却プレート内に冷媒を循環
させている間に実行される、方法。　
【請求項１５】
　請求項１４に記載の方法において、前記半導体基板は前記プラズマによってエッチング
される、方法。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　半導体技術の世代が進むにつれて、基板の直径は増加する傾向にあり、一方、トランジ
スタのサイズは減少する傾向にあり、結果として、基板処理の精度および再現性をより一
層高めることが必要とされた。シリコン基板などの半導体基板材料は、真空チャンバの使
用を含む技法によって処理される。これらの技法は、電子ビーム堆積などの非プラズマア
プリケーション（応用）と、スパッタ堆積、プラズマ化学気相成長（ＰＥＣＶＤ）、レジ
ストストリップ、およびプラズマエッチングなどのプラズマアプリケーション（応用）と
を含む。
【０００２】
　今日利用可能なプラズマ処理システムは、精度および再現性の改良の必要性が高まって
いる半導体製造ツールの１つである。プラズマ処理システムの１つの利点は、改良された
均一性であり、均一性には、１つの半導体基板表面上でのプロセス結果の均一性と、公称
で同じ入力パラメータで処理される一連の基板のプロセス結果の均一性とが含まれる。基
板上での均一性を引き続き改良することが望ましい。これは、とりわけ、改良された均一
性、一貫性、および自己診断機能を備えるプラズマチャンバを必要とする。
【０００３】
　独立して制御可能な複数の平坦加熱器区域を備える半導体処理装置内の基板支持アセン
ブリ用の加熱プレートは、本願と同一の所有者によって所有されている米国特許出願第１
２／５８２，９９１号に開示されており、その開示は参照により本明細書に組み込まれる
。この加熱プレートは、平坦加熱器区域ならびに電力供給ラインおよび電力リターンライ
ンの拡張可能な多重レイアウト方式を備える。平坦加熱器区域の出力を調整することによ
って、処理中の温度プロファイルを、半径方向でも、方位角方向でも整形することができ
る。この加熱プレートは主にプラズマ処理装置に関して説明されるが、この加熱プレート
は、プラズマを使用しない他の半導体処理装置においても使用することができる。加熱区
域での過熱を防止するために、故障検出システムが望ましい。
【発明の概要】
【０００４】
　本願では、半導体処理装置内で半導体基板を支持するために使用される基板支持アセン
ブリにおける複数区域加熱プレートのための故障検出の方法であって、加熱プレートは、
複数の平坦加熱器区域と、複数の電力供給ラインと、複数の電力リターンラインとを備え
、各平坦加熱器区域は、電力供給ラインの１つと電力リターンラインの１つに接続され、
いずれの２つの平坦加熱器区域も同一の電力供給ラインおよび電力リターンラインの対を
共有せず、故障検出方法は、（ａ）１つまたは複数の平坦加熱器区域の測定総加熱出力を
取得し、（ｂ）測定総加熱出力を１つまたは複数の平坦加熱器区域の予め定められた総加
熱出力と比較し、（ｃ）測定総加熱出力が予め定められた総加熱出力から所定の偏差ずれ
ている場合に、アラーム信号をトリガすることを備える方法が記載されている。
【図面の簡単な説明】
【０００５】
【図１】平坦加熱器区域のアレイを有する加熱プレートが組み込まれた、静電チャック（
ＥＳＣ）も備える基板支持アセンブリの概略断面図である。
【０００６】
【図２】電力供給ラインおよび電力リターンラインから加熱プレート内の平坦加熱器区域
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のアレイへの電気接続を示す図である。
【０００７】
【図３】図１の基板支持アセンブリを備えることができる例示的なプラズマ処理チャンバ
の概略図である。
【０００８】
【図４】一実施形態による加熱プレートへの電圧計および電流計の電気的接続を示す図で
ある。
【０００９】
【図５】別の実施形態による加熱プレートへの電圧計および電流計の電気的接続を示す図
である。
【００１０】
【図６】さらに別の実施形態による加熱プレートへの電圧計および電流計の電気的接続を
示す図である。
【００１１】
【図７】加熱プレートへの電圧計、電流計、および２つのマルチプレクサの電気的接続を
示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　基板上で望ましい限界寸法（ＣＤ）均一性を実現するために、半導体処理装置内におけ
る半径方向および方位角方向での基板の温度制御は、ますます要求の厳しいものになって
いる。特に、半導体製造プロセスではＣＤが１００ｎｍ未満に近付くので、小さな温度変
動でさえ許容できない程、ＣＤに影響を及ぼすことがある。
【００１３】
　基板支持アセンブリは、処理中に、基板の支持、基板温度の調整、および高周波出力の
供給など様々な役割を果たすように構成することができる。基板支持アセンブリは、処理
中に基板支持アセンブリ上に基板を静電クランプするのに有用な静電チャック（ＥＳＣ）
を備えることができる。ＥＳＣは、調整可能なＥＳＣ（Ｔ－ＥＳＣ）でよい。Ｔ－ＥＳＣ
は、参照により本明細書に組み込まれる、本願と同一の譲受人に譲渡されている米国特許
第６，８４７，０１４号および第６，９２１，７２４号に記載されている。基板支持アセ
ンブリは、セラミック基板ホルダ、流体冷却ヒートシンク（以後、冷却プレートと呼ぶ）
、および段階的な半径方向の温度制御を実現するために複数の同心平坦加熱器区域を備え
ることができる。典型的には、冷却プレートは、－２０℃～８０℃の間で維持される。加
熱器は、冷却プレート上に位置され、間に断熱材の層が挟まれる。加熱器は、基板支持ア
センブリの支持面を、冷却プレートの温度よりも約０℃～９０℃高い温度で維持すること
ができる。複数の平坦加熱器区域内での加熱器出力を変えることによって、基板支持温度
プロファイルを、中央の温度が高いプロファイル、中央の温度が低いプロファイル、およ
び均一なプロファイルの間で変えることができる。さらに、平均基板支持温度を、冷却プ
レートの温度よりも０℃～９０℃高い動作範囲内で段階的に変えることができる。半導体
技術の進歩と共にＣＤが減少するにつれて、方位角方向での小さな温度変動がますます大
きな問題となる。
【００１４】
　温度の制御は、いくつかの理由により、簡単な作業ではない。まず、熱源およびヒート
シンクの位置や、媒体の移動、材料、および形状など、多くの因子が伝熱に影響及ぼし得
る。第２に、伝熱は、動的なプロセスである。対象の系が熱平衡状態にない限り、伝熱が
生じ、温度プロファイルおよび伝熱は、時間と共に変化する。第３に、当然ながらプラズ
マ処理中に常に存在するプラズマなど非平衡の現象が、任意の実用的なプラズマ処理装置
の伝熱挙動の理論的な予測を非常に困難にする。
【００１５】
　プラズマ処理装置内の基板温度プロファイルは、プラズマ密度プロファイル、ＲＦ出力
プロファイル、およびチャック内の様々な加熱または冷却要素の詳細な構造など、多くの
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因子によって影響を及ぼされ、したがって、基板温度プロファイルはしばしば均一でなく
、少数の加熱または冷却要素を用いて制御するのは困難である。この欠点は、基板全体に
わたる処理速度の不均一性、および基板上のデバイスダイの限界寸法の不均一性につなが
る。
【００１６】
　温度制御の複雑さに鑑みて、装置が所望の空間的および時間的温度プロファイルを能動
的に生成して維持し、ＣＤの均一性に悪影響を及ぼす他の有害因子を補償することができ
るように、独立して制御可能な複数の平坦加熱器区域を基板支持アセンブリに組み込むこ
とが有利である。
【００１７】
　独立して制御可能な複数の平坦加熱器区域を備える、半導体処理装置内の基板支持アセ
ンブリ用の加熱プレートは、本願と同一の所有者によって所有されている米国特許出願公
開第２０１１／００９２０７２号に開示されており、その開示は参照により本明細書に組
み込まれる。この加熱プレートは、平坦加熱器区域ならびに電力供給ラインおよび電力リ
ターンラインの拡張可能な多重レイアウト方式を備える。平坦加熱器区域の出力を調整す
ることによって、処理中の温度プロファイルを、半径方向でおよび方位角方向の双方に整
形することができる。この加熱プレートは主にプラズマ処理装置に関して説明されるが、
この加熱プレートは、プラズマを使用しない他の半導体処理装置でも使用することができ
る。
【００１８】
　この加熱プレートにおける平坦加熱器区域は、好ましくは、規定のパターン、例えば、
長方形グリッド、六角形グリッド、円形状配列（ｐｏｌａｒ　ａｒｒａｙ）、同心リング
、または任意の所望のパターンで配列される。各平坦加熱器区域は、任意の適切なサイズ
でよく、１つまたは複数の加熱器要素を有することができる。１つの平坦加熱器区域内の
全ての加熱器要素がまとめてオンまたはオフに切り替えられる。電気的接続の数を最小に
するために、電力供給ラインがそれぞれ異なる平坦加熱器区域のグループに接続され、電
力リターンラインがそれぞれ異なる平坦加熱器区域のグループに接続されるように電力供
給ラインおよび電力リターンラインが配置され、各平坦加熱器区域は、特定の電力供給ラ
インに接続されているグループの１つと、特定の電力リターンラインに接続されているグ
ループの１つとに含まれている。どの２つの平坦加熱器区域も、同一の電力供給ラインと
電力リターンラインの対に接続されることはない。したがって、平坦加熱器区域は、この
特定の平坦加熱器区域が接続される電力供給ラインと電力リターンラインの対に電流を流
すことによって稼働（活性化）させることができる。加熱器要素の出力は、好ましくは、
２０Ｗ未満、より好ましくは５～１０Ｗである。加熱器要素は、ポリイミド製加熱器、シ
リコーンゴム製加熱器、マイカ製加熱器、金属製加熱器（例えばＷ、Ｎｉ／Ｃｒ合金、Ｍ
ｏ、またはＴａ）、セラミック製加熱器（例えばＷＣ）、半導体製加熱器、またはカーボ
ン製加熱器などの抵抗加熱器でよい。加熱器要素は、スクリーンプリント型、巻線型、ま
たはエッチドフォイル型の加熱器でよい。一実施形態では、各平坦加熱器区域は、半導体
基板上に製造されるデバイスダイ４個分以下であり、または、半導体基板上に製造される
デバイスダイ２個分以下であり、または半導体基板上に製造されるデバイスダイ１個分以
下であり、または、基板上のデバイスダイに対応するように、面積が１６～１００ｃｍ2

、または１～１５ｃｍ2、または２～３ｃｍ2である。加熱器要素の厚さは、２マイクロメ
ートル～１ミリメートル、好ましくは５～８０マイクロメートルの範囲内でよい。平坦加
熱器区域ならびに／または電力供給ラインおよび電力リターンラインの間にスペースを設
けるために、平坦加熱器区域の総面積は、基板支持アセンブリの上面の面積の最大９０％
、例えば面積の５０～９０％でよい。電力供給ラインまたは電力リターンライン（総称し
て「電力ライン」）は、平坦加熱器区域の間にある１～１０ｍｍの範囲内の隙間に配置す
ることができ、または、電気絶縁層によって平坦加熱器区域の平面から離隔された別個の
平面内に配置することができる。電力供給ラインおよび電力リターンラインは、大きな電
流を搬送し、ジュール加熱を減少するために、スペースが許す限り広い幅で形成されるこ
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とが好ましい。電力ラインが平坦加熱器区域と同じ平面内にある一実施形態では、電力ラ
インの幅は、好ましくは、０．３ｍｍ～２ｍｍの間である。電力ラインが平坦加熱器区域
とは異なる平面上にある別の実施形態では、電力ラインの幅は、平坦加熱器区域と同じ大
きさにすることができ、例えば３００ｍｍのチャックに関しては、その幅を２．５４～５
．０８ｃｍ（１～２インチ）にすることができる。電力ラインの材料は、加熱器要素の材
料と同じ材料でも、異なる材料でもよい。好ましくは、電力ラインの材料は、Ｃｕ、Ａｌ
、Ｗ、Ｉｎｃｏｎｅｌ（登録商標）、またはＭｏなど、低抵抗材料である。
【００１９】
　図１は、２つの電気絶縁層１０４Ａおよび１０４Ｂ内に組み込まれている平坦加熱器区
域１０１のアレイを有する加熱プレートの一実施形態を備える基板支持アセンブリを示す
。電気絶縁層は、ポリマー材料、無機材料、セラミック、例えば、酸化ケイ素、アルミナ
、イットリア、窒化アルミニウム、または他の適切な材料でよい。基板支持アセンブリは
、さらに、（ａ）セラミック層１０３（静電クランプ層）を有するＥＳＣであって、基板
をセラミック層１０３の表面にＤＣ電圧で静電クランプするために電極１０２（例えば単
極または双極）が埋め込まれたＥＳＣと、（ｂ）断熱層１０７と、（ｃ）クーラントを流
すためのチャネル１０６を含む冷却プレート１０５と、を備える。
【００２０】
　図２に示されるように、各平坦加熱器区域１０１は、電力供給ライン２０１の１つと、
電力リターンライン２０２の１つとに接続される。どの２つの平坦加熱器区域１０１も、
同一の電力供給ライン２０１と電力リターンライン２０２の対を共有することはない。適
切な電気スイッチング構成によって、１対の電力供給ライン２０１と電力リターンライン
２０２を電源（図示せず）に接続することができ、これにより、この１対のラインに接続
された平坦加熱器区域のみがオンに切り替えられる。各平坦加熱器区域の時間平均加熱出
力は、時分割多重によって個別に調整することができる。異なる平坦加熱器区域の間のク
ロストークを防止するために、ダイオード２５０が、各平坦加熱器区域１０１と、そこに
接続された電力供給ライン２０１との間に直列接続され（図２に示す）、または各平坦加
熱器区域１０１と、そこに接続された電力リターンライン２０２との間に直列接続され（
図示せず）、それにより、ダイオード２５０は、電力リターンライン２０１から平坦加熱
器区域１０１を介して電力供給ライン２０１に向かう方向には電流を流さない。ダイオー
ド２５０は、平坦加熱器区域内に、または平坦加熱器区域に隣接して、物理的に位置され
る。
【００２１】
　基板支持アセンブリは、加熱プレートの一実施形態を備えることができ、この実施形態
において、加熱プレートの各平坦加熱器区域は、基板上の単一のデバイスダイまたはデバ
イスダイグループ以下のサイズであり、各デバイスダイ位置ごとに基板温度、結果として
プラズマエッチングプロセス、を制御して、基板からのデバイスの歩留まりを最大にする
ことができる。加熱プレートは、１０～１００個、１００～２００個、２００～３００個
、またはより多くの平坦加熱区域を含むことができる。加熱プレートの拡張可能なアーキ
テクチャは、最小限の数の電力供給ライン、電力リターンライン、および冷却プレート内
の通路を用いて、ダイ毎（ｄｉｅ－ｂｙ－ｄｉｅ）の基板温度制御に必要な平坦加熱器区
域の数（典型的には、直径３００ｍｍの基板上に１００個を超えるダイ、したがって１０
０個以上の加熱器区域）に容易に対応することができ、したがって、基板温度に対する外
乱、製造費、および基板支持アセンブリの複雑さを減少する。図示していないが、基板支
持アセンブリは、基板を持ち上げるためのリフトピン、ヘリウム裏面冷却、温度フィード
バック信号を提供するための温度センサ、加熱出力フィードバック信号を提供するための
電圧および電流センサ、加熱器および／またはクランプ電極のための給電、および／また
はＲＦフィルタなどの機能を備えることができる。
【００２２】
　プラズマ処理チャンバの動作の概要として、図３は、チャンバ７１３を備えるプラズマ
処理チャンバの概略図を示し、チャンバ７１３内に、上側シャワーヘッド電極７０３と基
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板支持アセンブリ７０４が配設されている。基板（例えば３００ｍｍのウェハ）７１２が
、装填ポート７１１を通して基板支持アセンブリ７０４上に装填される。ガスライン７０
９が、上側シャワーヘッド電極７０３にプロセスガスを供給し、上側シャワーヘッド電極
７０３は、プロセスガスをチャンバ内に送り込む。ガス源７０８（例えば、適切なガス混
合物を供給するマスフローコントローラ「ＭＦＣ」）が、ガスライン７０９に接続される
。ＲＦ電源７０２が、上側シャワーヘッド電極７０３に接続される。動作時、チャンバが
真空ポンプ７１０によって排気され、ＲＦ出力が、上側シャワーヘッド電極７０３と、基
板支持アセンブリ７０４内の下側電極との間で容量結合されて、基板７１２と上側シャワ
ーヘッド電極７０３との間の空間内でプロセスガスを励起してプラズマを発生させる。こ
のプラズマを使用して、基板７１２上の層にデバイスダイフィーチャをエッチングするこ
とができる。既述のように、基板支持アセンブリ７０４は、内部に組み込まれた加熱器を
有することがある。プラズマ処理チャンバの詳細な設計は変えることができるが、ＲＦ出
力が基板支持アセンブリ７０４を通してプラズマに結合されることを理解すべきである。
【００２３】
　所望の基板支持温度プロファイルを実現するために、各平坦加熱器区域１０１に供給さ
れる電力は、その実際の温度に基づいて調節することができる。各平坦加熱器区域１０１
での実際の温度は、そこに接続されているダイオード２５０の逆方向飽和電流を測定する
ことによって監視することができる。また、各平坦加熱器区域１０１での実際の温度は、
各平坦加熱器区域での熱電対またはフルオロプティック（ｆｌｕｏｒｏ－ｏｐｔｉｃ）温
度センサによって監視することもできる。
【００２４】
　一実施形態による加熱プレートに関する故障検出の方法は、ステップ（ａ）１つまたは
複数の平坦加熱器区域の測定総加熱出力を取得し、ステップ（ｂ）測定総加熱出力を１つ
または複数の平坦加熱器区域の予め定められた総加熱出力と比較し、ステップ（ｃ）測定
総加熱出力が予め定められた総加熱出力から所定の偏差ずれている場合に、アラーム信号
をトリガすることを備える。所定の偏差は、例えば、事前設定予め定められた総加熱出力
の±２０％、±１０％、±５％、または±１％でよい。半導体基板の処理中、アラーム信
号を使用して、アラームを引き起こしている加熱区域に対する再較正試験または電力調節
をトリガすることができる。
【００２５】
　ステップ（ａ）における１つまたは複数の各平坦加熱器区域の測定加熱出力は、その平
坦加熱器区域にわたる電圧Ｖを測定し、その平坦加熱器区域を介して流れる電流Ｉを測定
し、ＶとＩを乗算することによって得ることができる。ステップ（ａ）における測定総加
熱出力は、１つまたは複数の各平坦加熱器区域の測定加熱出力の和である。電圧測定は、
電圧計または他の適切な電圧測定デバイスを用いて行うことができ、電流測定は、電流計
または他の適切な電流測定デバイスを使用して得ることができる。
【００２６】
　図４に示されるように、加熱プレートは、加熱区域１０１に接続された電力供給ライン
２０１とリターンライン２０２の間に接続されている電圧計５２０（または他の適切な電
圧測定デバイス）とを有することができ、電流計５３０（または他の適切な電流測定デバ
イス）は、各平坦加熱器区域１０１とそこに接続されている電力リターンライン２０２ま
たは電力供給ライン２０１との間に直列接続されている。処理装置５０００（例えば、コ
ンピュータやマイクロコントローラなど）は、各電圧計５２０から読み取った電圧値を取
得し、各電流計５３０から読み取った電流値を取得するように動作可能である。加熱器区
域のＮ×Ｍのアレイと、Ｎ本の電力供給ラインと、Ｍ本の電力リターンラインとを有する
加熱プレートでは、Ｎ×Ｍ個の電流計およびＮ×Ｍ個の電圧計が必要とされる。故障検出
の方法は、（ａ）平坦加熱器区域が通電された状態で、平坦加熱器区域にわたる電圧Ｖを
、好ましくはそこに接続されている電圧計５２０を使用して測定し、平坦加熱器区域を通
って流れる電流Ｉを、好ましくはそこに接続されている電流計５３０を使用して測定し、
ＶとＩを乗算することによって、平坦加熱器区域の測定加熱出力を取得し、（ｂ）平坦加
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熱器区域の測定加熱出力を、平坦加熱器区域の予め定められた加熱出力と比較し、（ｃ）
測定加熱出力が予め定められた加熱出力から所定の偏差ずれている場合に、アラーム信号
をトリガすることを備える。
【００２７】
　あるいは、図５に示されるように、電圧計５２０が各電力供給ライン２１０に接続され
、電流計５３０が各電力リターンライン２０２に直列接続され、それにより、任意の電力
リターンライン２０２が接地されるとき、電流計５３０は、電力リターンライン２０２と
接地の間にある。処理装置５０００は、各電圧計５２０から読み取った電圧値を取得し、
各電流計５３０から読み取った電流値を取得するように動作可能である。加熱器区域のＮ
×Ｍのアレイと、Ｎ本の電力供給ラインと、Ｍ本の電力リターンラインとを有する加熱プ
レートでは、Ｎ個の電圧計およびＭ個の電流計が必要とされる。故障検出の方法は、（ａ
）１つまたは複数の電力供給ライン２０１が電源に接続され、少なくとも１つの電力リタ
ーンライン２０２が接地されている状態で、１つまたは複数の電力供給ライン２０１上の
電圧Ｖを、好ましくはそこに接続されている電圧計５２０の少なくとも１つを使用して測
定し、少なくとも１つの電力リターンライン２０２によって搬送される総電流Ｉを、好ま
しくはそこに接続されている電流計５３０を使用して測定し、ＶとＩを乗算することによ
って、１つまたは複数の電力供給ライン２０１と少なくとも１つの電力リターンライン２
０２に接続されている平坦加熱器区域の測定総加熱出力を取得し、（ｂ）測定総加熱出力
を、１つまたは複数の電力供給ライン２０１と少なくとも１つの電力リターンライン２０
２に接続されている各平坦加熱器区域の予め定められた加熱出力を加算することによって
計算される予め定められた総加熱出力と比較し、（ｃ）測定総加熱出力が予め定められた
総加熱出力から所定の偏差ずれている場合に、アラーム信号をトリガすることを備える。
【００２８】
　あるいは、図６に示されるように、電圧計５２０が各電源ライン２０１に接続され、電
流計５３０が各電力供給ライン２０１に直列接続され、それにより、任意の電力供給ライ
ン２０１が電源に接続されるとき、その電力供給ライン２０１によって搬送されるすべて
の電流が、そこに接続された電流計５３０を通って流れ、その後、任意の平坦加熱器区域
１０１内に流れる。処理装置５０００は、各電圧計５２０から読み取った電圧値を取得し
、各電流計５３０から読み取った電流値を取得するように動作可能である。加熱器区域の
Ｎ×Ｍのアレイと、Ｎ本の電力供給ラインと、Ｍ本の電力リターンラインとを有する加熱
プレートでは、Ｎ個の電圧計およびＮ個の電流計が必要とされる。故障検出の方法は、（
ａ）１つまたは複数の電力リターンライン２０２が接地され、少なくとも１つの電力供給
ライン２０１が電源に接続されている状態で、少なくとも１つの電力供給ライン２０１上
の電圧Ｖを、好ましくはそこに接続されている電圧計５２０を使用して測定し、少なくと
も１つの電力供給ライン２０１上の電流Ｉを、好ましくはそこに接続されている電流計５
３０を使用して測定し、ＶとＩを乗算することによって、１つまたは複数の電力リターン
ライン２０２と少なくとも１つの電力供給ライン２０１に接続されている平坦加熱器区域
の測定総加熱出力を取得し、（ｂ）測定総加熱出力を、１つまたは複数の電力リターンラ
イン２０２と少なくとも１つの電力供給ライン２０１に接続されている各平坦加熱器区域
の予め定められた加熱出力を加算することによって計算される予め定められた総加熱出力
と比較し、（ｃ）測定総加熱出力が予め定められた総加熱出力から所定の偏差ずれている
場合に、アラーム信号をトリガすることを備える。
【００２９】
　あるいは、図７に示されるように、マルチプレクサ１０００は、各電力リターンライン
２０２を、他の電力リターンラインとは別個に、選択的に、電流計５３０を介して接地す
るように、または電気絶縁端に接続するように構成されている。マルチプレクサ２０００
は、各電力供給ライン２０１を、他の電力供給ラインとは別個に、選択的に電気絶縁端に
接続するように構成されている。処理装置５０００は、電圧計５２０から電圧読取値を取
得し、電流計５３０から電流読取値を取得するように動作可能であり、マルチプレクサ１
０００および２０００を制御する。加熱器区域のＮ×Ｍのアレイと、Ｎ本の電力供給ライ
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ンと、Ｍ本の電力リターンラインとを有する加熱プレートでは、ただ１つの電圧計および
ただ１つの電流計が必要とされる。故障検出の方法は、（ａ）全ての電力リターンライン
２０２が電流計５３０を介して接地され、第ｉの電力供給ライン２０１のみが電源に接続
された状態で、第ｉの電力供給ライン２０１上の電圧Ｖを、好ましくは電圧計５２０を使
用して測定し、全ての電力リターンライン２０２上の総電流Ｉを、好ましくは電流計５３
０を使用して測定し、ＶとＩを乗算することによって、第ｉの電力供給ライン２０１に接
続されている全ての平坦加熱器区域の測定総加熱出力を取得し、（ｂ）総加熱出力を、第
ｉの電力供給ライン２０１に接続されている各平坦加熱器区域の予め定められた加熱出力
を加算することによって計算される予め定められた総加熱出力と比較し、（ｃ）測定総加
熱出力が予め定められた総加熱出力から所定の偏差ずれているときに、アラーム信号をト
リガし、（ｄ）全ての電力供給ライン２０１が電源に接続され、第ｊの電力リターンライ
ン２０２のみが接地されている状態で、全ての電力供給ライン２０１上の電圧Ｖを、好ま
しくは電圧計５２０を使用して測定し、第ｊの電力リターンライン２０２上の電流Ｉを、
好ましくは電流計５３０を使用して測定し、ＶとＩを乗算することによって、第ｊの電力
リターンライン２０２に接続されている全ての平坦加熱器区域の総加熱出力を取得し、（
ｅ）測定総加熱出力を、第ｊの電力リターンラインに接続されている各平坦加熱器区域の
予め定められた加熱出力を加算することによって計算される予め定められた総加熱出力と
比較し、（ｆ）測定総加熱出力が予め定められた総加熱出力から所定の偏差ずれている場
合に、アラーム信号をトリガすることを備える。この方法はさらに、どの平坦加熱器区域
が故障状態であるかを識別することができる。第ｉの電力供給ライン２０１のみが電源に
接続され、全ての電力リターンライン２０２が接地されているとき、および第ｊの電力リ
ターンライン２０２のみが接地され、全ての電力供給ライン２０１が電源に接続されてい
るときにアラーム信号がトリガされた場合、第ｉの電力供給ライン２０１と第ｊの電力リ
ターンライン２０２の両方に接続されている平坦加熱器区域が故障状態である。
【００３０】
　電力供給ライン２０１で測定された電圧Ｖから、平坦加熱器区域での電圧降下ではない
電圧降下、例えば、電力供給ライン２０１、電力リターンライン２０２、および／または
ダイオード２５０での電圧降下を差し引くことによって、測定誤差を修正することができ
る。
【００３１】
　独立して制御可能な複数の平坦加熱器区域を備える半導体処理装置内の基板支持アセン
ブリ用の加熱プレートのための故障検出の方法を、その具体的な実施形態を参照して詳細
に説明してきたが、添付の特許請求の範囲から逸脱することなく、様々な変更および修正
を施すことができ、均等形態を採用することができることが当業者には明らかであろう。
　適用例１：半導体処理装置内で半導体基板を支持するために使用される基板支持アセン
ブリにおける複数区域加熱プレートのための故障検出の方法であって、前記加熱プレート
は、複数の平坦加熱器区域と、複数の電力供給ラインと、複数の電力リターンラインとを
備え、各平坦加熱器区域は、前記電力供給ラインの１つと前記電力リターンラインの１つ
に接続され、いずれの２つの平坦加熱器区域も同一の電力供給ラインおよび電力リターン
ラインの対を共有せず、（ａ）１つまたは複数の平坦加熱器区域の測定総加熱出力を取得
し、（ｂ）前記測定総加熱出力を、前記１つまたは複数の平坦加熱器区域の予め定められ
た設定総加熱出力と比較し、（ｃ）前記測定総加熱出力が前記予め定められた総加熱出力
から所定の偏差ずれている場合に、アラーム信号をトリガすることとを備える方法。
　適用例２：適用例１に記載の方法において、前記所定の偏差は、前記予め定められた総
加熱出力の±２０％、±１０％、±５％、または±１％である、方法。
　適用例３：適用例１に記載の方法において、前記測定総加熱出力は、前記１つまたは複
数の各平坦加熱器区域にわたる電圧Ｖを測定し、前記１つまたは複数の各平坦加熱器区域
を介して流れる電流Ｉを測定し、ＶとＩを乗算し、前記１つまたは複数の平坦加熱器区域
のＶ・Ｉを加算することによって得られる、方法。
　適用例４：適用例３に記載の方法において、前記電圧Ｖは、前記電力供給ラインの１つ
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と前記電力リターンラインの１つの間に接続された電圧計を使用して測定され、前記電流
Ｉは、前記電力リターンラインの１つと接地の間に接続された電流計を使用して測定され
る、方法。
　適用例５：適用例１に記載の方法において、１つまたは複数の電力供給ラインが電源に
接続され、少なくとも１つの電力リターンラインが接地されている状態で、前記１つまた
は複数の電力供給ライン、および前記少なくとも１つの電力リターンラインに接続されて
いる前記平坦加熱器区域の前記測定総加熱出力は、前記１つまたは複数の電力供給ライン
上の電圧Ｖを測定し、前記少なくとも１つの電力リターンラインによって搬送される総電
流Ｉを測定し、ＶとＩを乗算することによって取得され、前記予め定められた総加熱出力
は、前記１つまたは複数の電力供給ラインおよび前記少なくとも１つの電力リターンライ
ンに接続されている各前記平坦加熱器区域の予め定められた加熱出力を加算することによ
って計算される、方法。
　適用例６：適用例１に記載の方法において、１つまたは複数の電力リターンラインが接
地され、少なくとも１つの電力供給ラインが電源に接続されている状態で、前記１つまた
は複数の電力リターンライン、および前記少なくとも１つの電力供給ラインに接続されて
いる前記平坦加熱器区域の前記測定総加熱出力は、前記少なくとも１つの電力供給ライン
上で電圧Ｖを測定し、前記少なくとも１つの電力供給ライン上で電流Ｉを測定し、ＶとＩ
を乗算することによって取得され、前記予め定められた総加熱出力は、前記１つまたは複
数の電力リターンラインおよび前記少なくとも１つの電力供給ラインに接続されている各
前記平坦加熱器区域の予め定められた加熱出力を加算することによって計算される、方法
。
　適用例７：適用例５に記載の方法において、前記１つまたは複数の電力供給ラインでの
前記電圧Ｖは、平坦加熱器区域での電圧降下ではない電圧降下を差し引くことによって補
正される、方法。
　適用例８：適用例６に記載の方法において、前記少なくとも１つの電力供給ラインでの
前記電圧Ｖは、平坦加熱器区域での電圧降下ではない電圧降下を差し引くことによって補
正される、請求項６に記載の方法。
　適用例９：半導体処理装置内で半導体基板を支持するために使用される基板支持アセン
ブリにおける複数区域加熱プレートのための故障検出の方法であって、前記加熱プレート
は、複数の平坦加熱器区域と、複数の電力供給ラインと、複数の電力リターンラインとを
備え、各平坦加熱器区域は、前記電力供給ラインの１つと前記電力リターンラインの１つ
に接続され、いずれの２つの平坦加熱器区域も同一の電力供給ラインおよび電力リターン
ラインの対を共有せず、（ａ）全ての電力リターンラインが前記電流計を介して接地され
、第ｉの電力供給ラインのみが前記電源に接続されている状態で、前記第ｉの電力供給ラ
イン上の電圧Ｖを測定し、前記全ての電力リターンライン上の総電流Ｉを測定し、ＶとＩ
を乗算することによって、前記第ｉの電力供給ラインに接続されている全ての前記平坦加
熱器区域の測定総加熱出力を取得し、（ｂ）前記総加熱出力を、前記第ｉの電力供給ライ
ンに接続されている各前記平坦加熱器区域の予め定められた加熱出力を加算することによ
って計算される予め定められた総加熱出力と比較し、（ｃ）前記測定総加熱出力が前記予
め定められた総加熱出力から所定の偏差ずれている場合に、アラーム信号をトリガし、（
ｄ）全ての電力供給ラインが前記電源に接続され、第ｊの電力リターンラインのみが接地
された状態で、前記全ての電力供給ライン上の電圧Ｖを測定し、前記第ｊの電力リターン
ライン上の電流Ｉを測定し、ＶとＩを乗算することによって、前記第ｊの電力リターンラ
インに接続されている全ての平坦加熱器区域の総加熱出力を取得し、（ｅ）前記測定総加
熱出力を、前記第ｊの電力リターンラインに接続されている各前記平坦加熱器区域の予め
定められた加熱出力を加算することによって計算される予め定められた総加熱出力と比較
し、（ｆ）前記測定総加熱出力が前記予め定められた総加熱出力から所定の偏差ずれてい
る場合に、アラーム信号をトリガすることを備える方法。
　適用例１０：適用例９に記載の方法において、さらに、前記第ｉの電力供給ラインと前
記第ｊの電力リターンラインの両方に接続されている前記平坦加熱器区域が故障状態であ
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る、前記第ｉの電力供給ラインのみが前記電源に接続され、全ての前記電力リターンライ
ンが接地されているとき、および前記第ｊの電力リターンラインのみが接地され、前記す
べての電力供給ラインが前記電源に接続されているときにアラーム信号がトリガされた場
合に、前記第ｉの電力供給ラインと前記第ｊの電力リターンラインの両方に接続されてい
る前記平坦加熱器区域が故障状態であると識別することを備える、方法。
　適用例１１：適用例９に記載の方法において、前記全ての電力供給ラインでの前記電圧
Ｖ、および前記第ｉの電力供給ラインでの前記電圧Ｖは、平坦加熱器区域での電圧降下で
はない電圧降下を差し引くことによって補正される、方法。
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